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１. 取組の背景 4

地理空間情報活用推進基本法 (平成19年5月30日法律第63号)

第７条
国は、国、地方公共団体、関係事業者及び大学等の研究機関が相互に連携を

図りながら協力することにより、地理空間情報の活用の効果的な推進が図られる
ことにかんがみ、これらの者の間の連携の強化に必要な施策を講ずるものとする。

地理空間情報活用推進基本計画 (平成24年3月27日閣議決定)
第Ⅱ部 ４。地理空間情報の整備と活用を促進するための総合的な施策
(3)関係主体の推進体制、連携強化 ②国と地方公共団体との連携・協力

• 国は、基盤地図情報や電子国土基本図をはじめとする地理空間情報の整備・
更新に利用可能な、国の各機関や地方公共団体が整備・保有する地理空間
情報の効率的な活用や共有のための連携体制をそれぞれの地域の実情を踏
まえ構築する。

• 国が整備したこれらの地理空間情報が地方公共団体においても有効に活用
されるための連携を強化する。

地域連携の取組を推進

これらを推進するため
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２. 地域連携の取組の概要 ： 目標 6

国が整備した地理空間情報が地方公共団体においても有効に活用さ
れることを目指す

道路管理者をはじめとする国・地方公共団体等関係者に実際に電子
国土基本図（これまでの紙の地形図に代わり、電子的に整備される
我が国の基本図）を使っていただくことで、情報の鮮度維持の必要性
に関する理解と関心を高める。

さらに、保有している情報を国土地理院に円滑に提供していただくこ
とで、電子国土基本図の円滑な整備・更新を目指す

○

○

道路工事図面

供用開始と同時に最新の
地図情報を公開（提供）

（更新前） （更新後）

道路管理者と連携した迅速更新事例
（東九州自動車道（椎田南IC～豊前IC） 平成28年4月24日供用開始）



地域連携の取組の概要 ： ３つの取組

① 地理空間情報の活用支援

国・地方公共団体等に対して、地理空間情報の効果的、効率的な
活用について支援を行う。

② 国・地方公共団体との協力関係の構築と発展

国・地方公共団体等との協力関係を構築し、地理空間情報の相互
活用を図る。

③ 産学官の連携体制の構築と連携強化
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産学官連携協議会

全国10カ所の

地方測量部等で実施

産学官連携協議会

全国10カ所の

地方測量部等で実施

全国の各地域において、電子国土基本
図等地理空間情報の更新・活用を促進す
るため、産学官の連携体制の構築と連携
強化を図る。

地域連携の取組の概要 8

電子国土基本図
の整備・更新

精度・鮮度の向上

迅速更新・面的更新

都市計画図
道路台帳附図

地理空間情報

公共測量成果

地域連携公共測量

国 ・ 地 方 公 共 団 体国 ・ 地 方 公 共 団 体
地理空間情報を活用した

行政事務の効率化
地理空間情報を活用した

行政事務の効率化

公共測量の正確さと
成果の品質を確保

公共測量の正確さと
成果の品質を確保

基盤地図情報
電子国土基本図
空中写真 ・・・

道路関係図面
都市計画図 ・・・

国 土 地 理 院
地方測量部・支所（北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄）

国 土 地 理 院
地方測量部・支所（北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄）

①

②

③
産学官
連携

相互活用
協力
関係

活用
支援

指導・助言
審査

計画書 成果
提出
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①地理空間情報の活用支援

国・地方公共団体に対して、実際の行政事務における地理空
間情報の効果的、効率的な活用について支援を行っている。

国土地理院が提供している各種データのカタログの提供や
「地理院地図」「地理院マップシート」などの活用ツール等の提
供と、訪問や説明会を通じた活用方法の普及啓発行動など、
電子国土基本図等の利用促進を図っている。

行動実績としては、平成24年度以降、年間800件以上、4年間
で計3,300件以上の活用支援行動を実施した。

○

○

カタログ例 活用ツール例 訪問・説明会

10



地理院地図は、国⼟地理院が捉えた⽇本の国⼟の様⼦を
発信するウェブ地図です。

地理院地図
http://maps.gsi.go.jp

パソコンやスマホ
からアクセス！

パソコンやスマホ
からアクセス！

活用ツール （地理院地図） 11

１.最新の主要道路や鉄道が載っている！
２.様々な情報が⾒られる！
３.昔の写真が⾒られる！
４.どこでも標⾼がわかる！
５.３Dでも⾒られる！

５つのポイント

【ポイント１】最新の主要道路や鉄道が載っている！

【ここがポイント！】
主要な道路や鉄道は、供⽤開始⽇に地図に反映

施設整備・管理者からの情報 地理院地図に反映

12



【ポイント２】様々な情報が⾒られる！
【ここがポイント！】
地形図、写真、地形分類、災害情報など、１,６００以上の項⽬
が収録されています。
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空中写真

ベースマップ

⾊別標⾼図 / 都市圏活断層図 / 明治時代の低湿地 /
⼟地条件図 / 治⽔地形分類図/ ⽕⼭⼟地条件図

基準点・測地観測
基準点 / 験潮場 / 磁気図 / ⼲渉SAR

災害対応

他機関の情報

機能・ツール

地球地図
標準地図

⽕⼭⼟地条件図

⼟地条件図

⻄之島の⽕⼭活動 / ⼝永良部島の⽕⼭活動/
平成27年9⽉関東・東北豪⾬/ 東⽇本⼤震災

H22⼈⼝集中地区（総務省統計局）

地名・住所の検索 / 距離、⾯積の計測 /
緯度経度、標⾼値の確認 / 
地図や写真等の３D表⽰ /
スマホのGPS機能を⽤いた現在位置表⽰ /
磁北線の表⽰ / 場所情報コードの確認 /
作図と作図情報の保存・読み込み /
緯度経度グリッド・UTMグリッドの表⽰

標準地図 / 淡⾊地図 / ⽩地図 / English /写真
空中写真・衛星画像
写真（年代別）
主題図

など

【ポイント３】昔の写真が⾒られる！

東京ディズニーリゾート付近
左：最新（2007年〜） 右：1979年〜1983年

①「情報」＞「＋情報追加／ベースマップ切替」をクリック
②「情報リスト」パネルの「空中写真・衛星画像」から

各年代の写真を選択

【ここがポイント！】
戦後復興期〜⾼度経済成⻑期の⼟地の変遷も
⾒ることが可能。

① ①

②

②
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国⼟ 万枚以上国⼟地理院が保有する130万枚以上
の空中写真からシームレス化！



【ポイント４】どこでも標⾼が分かる！

【ここがポイント！】
津波等の災害対策に役⽴つ

ここをクリック
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【ポイント５】 ３Dでも⾒られる！
【ここがポイント！】
コンピュータ上で３Dモデルを⾒られます。

①「機能」をクリック
②「3D」または

「Globe(試験公開)」をクリック

①

②

３Dプリンタ⽤のデータを
ダウンロードすることもできます。

地形図 写真

写真＋災害情報

色別標高図＋注記 土地条件図

地形図＋DID地区
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「平成28年(2016年)熊本地震」に係わる情報を配信・共有
- 情報を自在に重ねて表示可能 -

地理院地図 最近のトピック 平成28年「熊本地震」対応

断層帯周辺の地表の亀裂
を写真判読し、赤で表示

正射画像を地図
に重ねて表示

UAV撮影動画正射画像で被災前後の把握
被災前 被災後

17

立体模型
作成可能

○ 住所を含む帳票情報を簡単に地図に表⽰、情報が⾒やすく使いやすくなる
○ 普段使⽤しているソフト（マイクロソフトのエクセル）で情報が集約可能

地理院マップシート

活用ツール （地理院マップシート）

ダウンロード実績

約3万2千件（H25.4～H28.3)

18
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② 国・地方公共団体との協力関係の構築と発展

国・地方公共団体との協力関係の構築の取組を進め
ている。

○スキーム
・地理空間情報の活用促進のための協力協定

・電子国土基本図及び数値地形図の整備のための
協力に関する協定

なお、上記スキームに関わらず、協力関係の構築と
発展の取組を進めている。

20



地理空間情報の活用促進のための協力協定

施策の内容
• 地方公共団体と国土地理院がお互いに保有する地理空間情報の相互活

用を行い、連携・協力を強化。

• 災害対応及び平時において相互に情報の共有を図り、迅速かつ効果的
な防災・減災の推進に向けて協力。

• 地理空間情報の相互活用の推進に役立つ技術等の活用について、相互
に支援。

地方公共団体 国土地理院協定締結

・行政コスト節減
・行政事務効率化
・災害対応や平時の

防災業務を円滑に実施

・行政コスト節減
・行政事務効率化
・災害対応や平時の

防災業務を円滑に実施

メリット

地図の迅速な更新地図の迅速な更新

技術支援技術支援

災害対応の協力※災害対応の協力※

メリット
地理空間情報の

相互活用
地理空間情報の

相互活用

※対応窓口の確定により災害時の円滑なデータ受け渡しが可能
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協定締結実績

地方公共団体等

１３４団体と締結

電子国土基本図及び数値地形図の整備のための協力に関する協定
22

地方公共団体等 国土地理院

住民サービスの向上

地図の
迅速な更新

地図を整備するために
空中写真撮影を実施

撮影不要

公共成果を基に
電子国土基本図

を更新国土地理院
の空中写真を
利用して数値
地形図を作成

空中写真空中写真

国土地理院が実施する電子国土基本図の整備・更新を推進するため、数値地
形図の作成を行おうとする地方公共団体等に対し、国土地理院が撮影した空中
写真を貸与。

協定締結実績

H27年度は8団体と締結

（H24： ５団体、H25： ５団体、H26： 3団体）
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③ 産学官の連携体制の構築と連携強化

全国の各地域において、電子国土基本図等地理空間情報の
整備・更新・活用を促進するため、産学官の連携体制の構築と
連携を強化。

○これまでの実績
・全国10地域に14の産学官連携協議会を設置
・平成24年度～27年度の4年間で、144回の会議等を開催

産学官連携協議会では、地理空間
情報の高度活用に向けた啓発や基盤
地図情報の整備・更新に関する各機
関の連携方策について検討を行うとと
もに、地域における関係者間の情報共
有を行っている。

24

産学官連携協議会

全国10カ所の

地方測量部等で実施

産学官連携協議会

全国10カ所の

地方測量部等で実施
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26３. 取組の成果（電子国土基本図の利用事例）

取組の成果として、全国の各地域において、実際に電子国土基本図
が利用された事例が多数報告されている。

○土木分野
・道路情報システム 沖縄総合事務局

○環境分野
・土壌の放射性物質検査結果の公開 宮城県

○防災分野
・広島県Webサイト「土砂災害ポータルひろしま」 広島県

○農林分野
・森林情報システム 香川県

○教育分野
・GISを活用した地理教育「三国たんけんweb」 坂井市（福井県）

○各種情報提供
・三重県地図情報サービス（Mie Click Maps） 三重県

・e-マップさむかわ 寒川町（神奈川県）

・日本救急医療財団Webサイト「全国ＡＥＤマップ」 （一財）日本救急医療財団



道路情報システム
【土木分野】 27

内閣府 沖縄総合事務局 開発建設部

【利用団体】

【概 要】

道路情報システムは、道路管理業務を円滑に実施するための内部システムであ
る。直轄国道に設置されている雨量計等の各種センサー情報及び情報板・トンネ
ル情報を一元的に収集処理し、ＷＥＢ端末への表示を行うとともに、国道工事に伴
う規制情報を入力し、ＶＩＣＳ等に情報転送する機能を有している。

雨量情報表示状況 工事規制情報表示状況

地理院地図を
背景にしたサイト

土壌の放射性物質検査結果の公開
【環境分野】

宮城県 農林水産部 農産園芸環境課

【利用団体】

【概 要】

宮城県では、「平成二十三年三月
十一日に発生した東北地方太平洋
沖地震に伴う原子力発電所の事故
により放出された放射性物質による
環境の汚染への対処に関する特別
措置法」を踏まえ、県内農地の放射
性物質濃度が比較的高い地域を中
心に、簡易な手法により農地土壌の
放射性物質調査を実施した。

平成２４年度の営農対策等に役立てるため、取りまとめた結果を電子国土Web
（現「地理院地図」）を活用した放射性物質濃度別分布マップ（PDF）として宮城県
Webサイトに掲載。電子国土基本図を背景として、その上に放射性物質濃度のレ
ベル毎に色分けした円を表示。その展開に、地理院マップシートを利用した。
※ 宮城県WebサイトURL http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/noenkan/radio-soil.html

宮城県Webサイトより引用
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森林情報システム
【農林分野】 29

香川県 環境森林部 みどり整備課

【利用団体】

【概 要】

香川県環境森林部では、森林計画、治山台帳管理、県営林管理等を目的に、６
つのシステムからなる「森林情報システム」を構築し、担当各課及び出先事務所に
おけるデータ管理並びに情報共有を図っている。各システムの背景図に、電子地
形図25000を貼り合わせた地図画像を使用。

電子地形図25000
を貼り合わせた

地図画像を背景に、
森林区域を表示し
た例

広島県Webサイト「土砂災害ポータルひろしま」
【防災分野】 30

広島県 土木局 砂防課

【利用団体】

【概 要】

土砂災害への日頃の備えや大雨により土砂災害発生の危険性が高まった時に
早めの避難体制の整備に活用できるよう、土砂災害危険箇所や土砂災害警戒区
域・特別警戒区域の情報をWebGISにより提供し、安全かつ安心して暮らせる県土
づくりに役立てている。背景地図としては、地理院地図のほか、GoogleMaps、Bing
地図などさまざまな地図に切り替えることが可能。

土砂災害危険箇所の表示例

土石流・急傾斜
地、地すべり、避
難所等の表示・
非表示が可能！

さまざまな地図
に切り替えるこ
とが可能！

http://www.sabo.pref.hiroshima.lg.jp/portal/agree.aspx広島県Webサイト「土砂災害ポータルひろしま」より引用



【概 要】

GISを活用した地理教育「三国たんけんweb」
【教育分野】

福井県 坂井市

【利用団体】

31

坂井市では小学生の地理教材として「三国たんけんweb」を作成し、市職員が市
内の小学生を対象に、ＧＩＳを活用した地理（社会科）教育を出前授業として行う
など、全国の小学校の中でも一歩進んだ最先端のＩＣＴ教育に挑戦している。

三国たんけんWeb

坂井市Webサイトより引用 http://www.city.fukui‐sakai.lg.jp/map/tanken/index.html

「ＧＩＳで小学生を笑
顔に」プロジェクト

市職員による授業風景

小学校区のエリアを表示 →

豊富なメニュー構成 ↑

地理院地図を
背景にしたサイト

コ
ス

削
減

コ
ス
ト
削
減

旧Mie Click Map
運用保守費用 年間約1,100万円

新Mie Click Maps 
システム全体の保守費用 年間約200万円
構築費用 約500万円

【効 果】

三重県地図情報サービス（Mie Click Maps）
【各種情報提供】 32

三重県 地域連携部 ＩＴ推進課

【利用団体】

三重県Webサイトより引用
http://www.map.pref.mie.lg.jp/

三重県では、地理院地図、Google Map等の地図を利用して三重県が保有する各種
行政情報を公開・提供するサイトとして、三重県地図情報サービス（Mie Click Maps）
を公開中。平成26年3月のリニューアルの業務発注において、運用面、コスト面を考
慮し、「地理院地図」を参考にして機能構築することを要件とした。

【概要】

背景に
地理院地図を選択



行政事務
の効率化

【概要】

寒川町Webサイトより引用
http://www.town.samukawa.kanagawa.jp/~gis/index.html

都市
計画

観光

防災

施設

平成26年9月に、都市計画情報（紙地図）の庁内閲覧コーナーを設置すると、
窓口・電話問合せ件数が半減した。

さらに、平成26年10月の「e‐マップさむかわ」リニューアル後は、 アクセス数が著
しく増加。一方、リニューアル前は約70件/月あった窓口・電話問合せが10件/月程
度となるなど、職員による対応など行政事務の効率化が図られている。

e­マップさむかわ
【各種情報提供】

神奈川県 寒川町 都市建設部 都市計画課【利用団体】
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都市計画情報をHPから公開していたが、平成26年10月、地理院地図を背景にし
た「e‐マップさむかわ」として、防災・施設・観光情報を追加リニューアル公開した。

【効果】

【各種情報提供】

日本救急医療財団Webサイト「全国ＡＥＤマップ」

一般財団法人 日本救急医療財団【利用団体】

【概要】

日本救急医療財団では、全国約２３万台のＡＥＤ設置場所について、メーカーを通
じて入手した施設名や住所などの文字情報のみを公開していたが、全国の設置場
所を地図上で概観できるようにするため、「地理院地図」を背景とした「全国ＡＥＤ
マップ」を公開した。

日本救急医療財団Webサイトより引用
https://www.qqzaidanmap.jp/

詳細情報の表示

34

財団のご担当者の声

背景地図については、幾つか
選択肢がありましたが、

○ 日本全国で一番信頼性が
あるデータであること
○ 日本の国土が正確に記述さ
れている
○ 地理院タイルが使い勝手の

良い形で提供されている（開発
しやすさ）

等を考慮して地理院地図を採
用しました。



資料「電子国土基本図の利用事例」URL

http://renkei2.gsi.go.jp/renkei/130104kyotei/riyourei.pdf

35利用事例（全５６件）を公開中

※国土地理院ホームページ
地理院ホーム > 地図・空中写真・地理調査 > 基盤地図情報サイト
> 地方公共団体のみなさまへ > 資料「電子国土基本図の利用事例」ダウンロード

４. まとめ 36

• この間実施している各種取組により、国・地
方公共団体等の行政事務の様々な分野で、
地理空間情報の活用が進んできた。

• それに伴い電子国土基本図等の円滑な整
備・更新も進んでいる。

• 国土地理院では今後も引き続き取組を進め、
更なる進展を目指す。


